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1.  背景と目的 

 

  事業の背景  

 

 平成 24 年 7 月の再生可能エネルギー電気の固定価格買取制度（FIT）の運用開始以降、

大規模な木質バイオマス発電施設の増加に伴い、燃料材の利用が拡大しています。一方

で、燃料の輸入が増加するとともに、間伐材・林地残材を利用する場合でも、流通・製造

コストがかさむなどの課題がみられるようになりました。 

 このため、森林資源をエネルギーとして地域内で持続的に活用するための担い手確保か

ら発電・熱利用に至るまでの「地域内エコシステム」（地域の関係者連携のもと、熱利用

又は熱電併給により、森林資源を地域内で持続的に活用する仕組み）の構築に向けた取り

組みを進めることが必要となってきました。 

 

 

  事業の目的  

 

 「地域内エコシステム」モデル構築事業のうち事業実施計画の精度向上支援（以下、本

事業という）は、林野庁補助事業「令和 4 年度木材需要の創出・輸出力強化対策のうち

「地域内エコシステム」推進事業」のひとつとして実施されました。 

本事業は、「地域内エコシステム」の全国的な普及に向けて、既に F/S 調査（実現可能

性調査）が行われた地域を対象として公募により選定し、選定地域における同システムの

導入を目的として、地域の合意形成を図るための地域協議会の運営支援を行いました。ま

た、協議会における検討事項や合意形成に資する情報提供、既存データの更新等に関する

調査を行いました。 

 本報告書は、広島県東広島市「地域内エコシステム」モデル構築事業のうち事業実施計

画の精度向上支援の報告書として作成したものです。 
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「地域内エコシステム」とは 

～木質バイオマスエネルギーの導入を通じた、地域の人々が主体の地域活性化事業～ 

 

集落や市町村レベルで小規模な木質バイオマスエネルギーの熱利用または熱電併給によっ

て、森林資源を地域内で持続的に活用する仕組みです。これにより山村地域等の活性化を実

現していきます。 

「地域内エコシステム」の考え方 

• 集落が主たる対象（市町村レベル） 

• 地域の関係者から成る協議会が主体 

• 地域への還元利益を最大限確保 

• 効率の高いエネルギー利用（熱利用または熱電併給） 

• FIT（固定価格買取制度）事業は想定しない 

図 1-1 「地域内エコシステム」構築のイメージ 

【地域協議会】
事業の理解・合意形成

主体意識づくり

川上：燃料供給

川中：燃料製造
川下：エネルギー利用
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  対象地域  

1.3.1  対象地域の概要  

本事業では、地域内エコシステムモデル構築事業の採択地域である広島県東広島市を支

援対象地域としました（図 1-2）。 

広島県東広島市は、広島県のほぼ中心に位置しており、人口は約 19 万人、総面積は

63,516ha で、そのうち 39,606ha（62.4％）が森林であり、ほぼ広葉樹の二次林が占め

ています（スギヒノキの割合は 7％程度）。 

また、340 年以上の歴史のある日本を代表する銘醸地の一つとして栄えており、市内に

は 4 つの大学や多くの研究機関・産業支援機関が所在する「国際学術研究都市」としての

1 面もあります。 

しかし、農業や水産業は盛んですが、木材生産を目的とした林業はほとんど行われてい

ません。かつては、豊かなマツ林でマツタケ栽培が盛んでしたが、現在ではマツ枯れ被害

により荒廃しています。 

 

  

図 1-2 東広島市位置図 

広島県

東広島市

広島市

呉市

安芸高田市 三次市

世羅町

三原市

竹原市

東広島市
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1.3.2  地域における事業の位置づけ・目的  

広島県東広島市には、賀茂地方森林組合（東広島市が、機械器具の一部を貸与）が運営

している「賀茂バイオマスセンター」があります。この賀茂バイオマスセンターでは、市

内で発生した災害木や各種支障木の受け入れや木の駅による薪用原木の受け入れを進めて

います。また過年度では、試験的に財産区有林より発生する広葉樹の受け入れも進めてい

ます。受け入れた各種の材を、市外のバイオマス発電所へ納入したり、ペレットや薪を製

造して販売したりしています。そこで、現在運用している木質バイオマスの循環サイクル

における支障木由来の原料による域外供給（市外バイオマス発電所）の割合を、森林保全

に寄与する原料による域内循環に転換し、荒廃した里山の再生とエネルギーの地産地消へ

シフトする体制を構築することを目的としています。 

 

 

 

 

 

  

H30 R1 R2 R3 R4

地域内エコシステム

西日本豪雨災害 組合員意識
アンケートの実施

地域内エコ
システム

バイオマスセンター稼働

木の駅プロジェクト

災害流木の処理

地域内エコシステム検討内容
• 川上：財産区有林の木材利用の検討
• 川中：バイオマスセンター施設整備の検討
• 川下：バイオマスボイラー導入施設の検討

組合員の意識
・災害に強い森づくり
・後継者の問題
・鳥獣害
・境界の不明確
・森づくりの方法

対象：９，３５３名
回答：２，６２６名

検討内容

◼ 川上：広葉樹搬
出の技術

◼ 川中：チッパー、
ストックヤード

◼ 川下：熱利用施
設の情報

里山をキーワードに
里山の活用、資源の
活用（バイオマス利
用・木材利用）、里山
林整備

表 1-1 位置づけ 
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2.  事業実施内容 

本事業の実施内容は、以下に示す項目について、広島県東広島市地域の「地域内エコシ

ステム」の構築に向けて、地域協議会の運営支援（事業計画策定に関する調査や地域の合

意形成に資する情報提供、指導・助言を含む）等を行いました。 

 

（1）. 地域協議会の運営支援 

（2）. サプライチェーン 

（3）. 本年度の達成目標 

（4）. 目標達成に向けた取り組み 

（5）. その他取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告書における水分（含水率）の定義は、全て「湿潤基準含水率（ウェットベース）」で

あり、「水分○○％」と表記します。 
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3.  事業実施項目 

 

  地域協議会の運営支援  

地域が主体となって、事業計画の策定、また、持続的な事業創出を目指していくため、

地域、また、近隣地域の関係者で構成される協議会について、「地域づくり・人づくり」

に重点を置いて支援を実施しました。協議会メンバーは表 3-1 のとおりです。 

 

 

表 3-1 協議会メンバー 

区分 所属先 

委員 広島県 林業課 県産材利用促進グループ 

東広島市 産業部農林水産課 

東広島市 生活環境部環境先進都市推進課 

事務局 賀茂地方森林組合 

（一社）日本森林技術協会 

（株）森のエネルギー研究所 
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協議会では、令和 4 年 10 月 25 日に現地視察、令和 5 年 3 月 6 日に報告会を実施しま

した。 

 

【現地視察】 

開催日：令和４年 10 月 25 日 

内容：切削チッパーの運用状況や土場の

利用方法を確認した。 

視察先：グリーン興産（兵庫県宍粟市） 

 

【第 1 回協議会（報告会）】 

開催日：令和 5 年 3 月 6 日 

場所：東広島市役所 入札室 

議題：本年度取り組んだ内容を協議会メ

ンバーへ共有した。 
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  サプライチェーン  

 

地域の現状を踏まえつつ、以下のサプライチェーンを想定して、各種検討を進めました

（図 3-1）。 

昨年度では試験的に 2 つの財産区有林から未利用材を搬出しています。また災害の多い

地域のため、災害木の受け入れや支障木処理を行い、破砕されたチップを域外のバイオマ

ス発電所へ納入しています。さらに、木の駅の仕組みを利用して市民や組合員から広葉樹

を受け入れ、薪に加工して市内の飲食店へ納入しています。 

また、これまで公共施設での熱利用の検討を進めていましたが、有望なエネルギー利用

施設がなかったため、チップボイラーの導入検討を断念したことがあります。 

そこで、本年度では民間施設を熱利用の検討先として、新たに状況を把握しました。 

 

 

 

  

東広島市農林水産課
東広島市環境先進都市推進課

広島県林業課
賀茂地方森林組合

【検討中】

川上 川中 エネルギー利用

賀茂バイオマスセンター
（賀茂地方森組運営）

市外バイオマス
発電所

既存流通先

申請主体
オブザーバー

連携・協力・助言・指導

燃料用の原木等を供給 燃料製造 熱利用

1,700t/年

久芳財産区

竹仁財産区

支障木処理

支障木処理事業者

市民・組合員

賀茂地方森林組合

木の駅参加者

R3実績
チップ製造：1,700t
薪製造：26t
ペレット製造：3.4t

R3実績
未利用材：120t

その他財産区
R3実績
支障木：1,700t

R3実績
木の駅：200t

東広島市管財課 管轄

図 3-1 サプライチェーン 
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  本年度の達成目標  

 

東広島市には、広葉樹の二次林が多く存在しますが、うまく活用されていないのが現状

です。広葉樹を伐出して利用するため、昨年度に試験的に財産区有林より広葉樹搬出を進

めてきましたが、課題が山積しています。また、豪雨による災害の多い地域でもあり、各

種支障木の他、災害時に発生する被害木の受け入れや処理を実施しているため、土場の運

用方法についても検討が必要となっています。一方、被害木等を処理するためにチッパー

を所有していますが、破砕チッパーのため、小規模熱利用に対応できるチップの製造に

は、新たに切削チッパーを導入する必要があります。さらに、過年度までの調査において

公共施設における熱利用で採算が取れる有望施設がなかったため、市内で木質バイオマス

による熱利用を進めていくためには、有望施設をさらに探索する必要があります。 

 

そこで本年度は、以下の目標を達成するように支援を進めました。 

 

◆ 広葉樹施業（搬出を含む）実施に向けた情報収集 

◆ 小規模チップボイラーに適したチップ品質のチッパー情報の収集と選定 

◆ 災害対応も考慮に入れた土場拡張に関する情報収集等 

 

また、上記の達成目標の他に、民間施設を対象とした熱利用施設の探索についても実施

しました。 
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  目標達成に向けた取り組み  

3.4.1  広葉樹施業（搬出を含む）実施に向けた情報収

集  

広葉樹施業についての情報を収集するにあたり、まずは 2020 年度の森林環境譲与税の

使途について、以下の観点により全市町村の取り組みを確認して情報収集を進めました。 

 

✓ 広葉樹施業に関する研修事業 

✓ 広葉樹施業に関する指針等作成 

 

2020 年度の森林環境譲与税の使途について確認した結果、施業費やボランティア活動

等に対する事業事例はありましたが、上記観点で譲与税を使用している地域は「岐阜県飛

騨市」のみでした。なお、里山保全研修事業として「岩手県花巻市」が譲与税を使用して

いましたが、問い合わせの結果、自伐林家を対象に針葉樹施業を主とした安全講習や伐倒

講習、林道作設講習を実施していたことが分かりました。 

そこで、飛騨市に対してヒアリングを実施し、以下回答を得られました。 

 

✓ 担当課：林業振興課 

✓ 内容： 

飛騨市では森林環境譲与税が開始する以前から、「広葉樹のまちづくり」を進め

ており、まちづくりツアーも実施している。 

広葉樹施業のメインは森林組合が実施している。過去にはスイスから現地のフォ

レスターを講師に迎え、育成木施業に関する研修も実施しており、また、三井物産

フォレスト（株）から講師を迎え、広葉樹の伐倒講習を実施した。 

 

また、広葉樹施業が盛んな地域として、岐阜県を対象に情報収集を進めた結果、以下の

資料が公開されていました。 

 

✓ 広葉樹用材林の育て方（2000 年 岐阜県森林科学研究所） 

✓ 林内景観の整備のしかたと考え方（2004 年 岐阜県森林科学研究所） 

✓ 木材生産のための落葉広葉樹二次林の除伐・間伐のしかた（2004 年 岐阜県森林研

究所） 

✓ 広葉樹二次林で手入れする山を見分ける方法（2007 年 岐阜県森林研究所） 
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飛騨市では、広葉樹施業に関する指針（広葉樹天然生林の施業に関する基本指針）を公

開しています。そこで、当基本指針について概要をとりまとめました。 

 

✓ 基本方針は、「飛騨市広葉樹のまちづくり」の土台となる森林資源状況にあわせた

適切な施業と国産広葉樹を安定供給する仕組みづくりにより、持続可能かつ地域産

業振興に寄与する広葉樹林業の確立を目的として策定 

➢ 飛騨市における森林の基本情報の他に、施業に関する具体的な手法として、若

齢級林 AB・高齢級林・その他森林の 4 区分に分類 

➢ 広葉樹育成木施業の基本的な考え方（除間伐、更新基準、調査手法等）や、災

害リスクの事前確認事項などもとりまとめ 

➢ 施業方法については、「飛騨市森林整備計画」がベース 

 

 

施業方法に関しては「飛騨市森林整備計画」がベースとなっていたため、当整備計画の

広葉樹施業項目について整理しました。 

 

✓ 標準伐期は 25 年 

✓ 天然更新に必要な補助作業 

➢ 地表処理（林床植物の除去、枝条整理、地表かきおこし等） 

➢ 刈出し 

➢ 植込み（いわゆる補植） 

➢ 芽かき 

✓ 期待成立本数（伐採から 6 年間）は 10,000 本/ha 

✓ 水源涵養や山地災害防止機能を想定すると 35～40 年の伐期 

✓ 長伐期施業では 250～400 本/ha、中伐期施業では 500～800 本/ha、短伐期施業

では 1,500 本/ha に仕上げる想定 

 

上記のとおり、基本的には、用材生産や水源涵養、災害防止の観点による施業でした。

東広島市の広葉樹二次林は、用材生産のための森林ではなく、旧薪炭林であり、用材生産

を主とした施業を目的としていないため、飛騨市が公開している整備計画や基本指針以外

の情報収集が必要となりました。 
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次に、書籍について情報収集を進めました。2008 年に津布久隆氏の著書「補助事業を

活用した里山の広葉樹林管理マニュアル」と 1994 年に藤森隆郎氏・河原輝彦氏の著書

「広葉樹施業」を確認しました。ここでは、津布久氏の著書について概要をまとめます。

なお、津布久氏の著書の前提は、「17 年周期で販売可能なシイタケ原木林に改良する」と

なっています。 

 

✓ まずは、対象となる林分にある樹種を調査し、林分の樹種構成を決定 

✓ 有用樹種があれば、コナラやクヌギに限らず、萌芽更新も活用 

✓ 老齢株や小さな株からは、萌芽更新が旺盛ではない 

✓ 伐期や林分状況に応じた伐採の考え方あり 

✓ 必要に応じて新植（2,000 本/ha 以下がよい） 

✓ 下刈りは、最低でも 5 年以上実施 

✓ コナラの萌芽は 4-5 本、クヌギは 2-3 本程度に仕立てる 

✓ 実際の補助事業を例として広葉樹施業の考え方をとりまとめ 

✓ 施業モデルと林分状況の関係性についてとりまとめ 

✓ 収支の考え方についてとりまとめ 

 

補助事業の種類については古い情報ため、活用は難しいと考えられますが、用材ではな

く、ほだ木生産としての施業のため、考え方としては、東広島市の施業として参考になる

ものと考えられます。 

 

最後に、東広島市の林相と似通っていると考えられる、兵庫県の県有林において広葉樹

を伐出してチップ化し、バイオマス熱を利用した乾燥を実証する事業（NEDO 事業）を検

証している、徳島地域エネルギーに対してヒアリングを実施しました（2023 年 2 月 17

日）。その結果は、以下のとおりです。 

 

✓ 兵庫県有環境林（薪炭林の二次林）で施業 

✓ 生育していた主な樹種はコナラとソヨゴ 

✓ 伐出計画は 16.68ha で魚骨状間伐を実施（伐出材積 1,500 ㎥） 

✓ 車両系作業システムでウインチによる集材 

【作道・伐開機械】フェラーバンチャザウルスロボ 

【作業システム】チェーンソー→グラップル＆車両系ウインチ→フォワーダ 
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✓ 全木集材で、枝条部分を含めて山土場でチップ化（エステルポック社製 Biber6） 

✓ 作業道は大橋式作業道 

✓ 伐採班は 2 人体制、チップ化班は 2 人体制 

✓ チップ後は Kantainer へ保管して乾燥（130ｋW チップボイラー熱利用） 

✓ 施業後の保育について明確に設定はしていないが、萌芽更新予定※芽かきや抜き伐

りの想定無し 

✓ 将来的なチップ販売価格は 12,000 円/t 程度を目指す予定 

 

今回の各種情報収集で得られた結果のうち、岐阜県や飛騨市、一部書籍の事例は用材生

産を主として施業でしたが、津布久氏の書籍や兵庫県の事例は、東広島市の想定している

施業に合致する可能性があるため、今後も引き続き情報を整理していく必要があります。 
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3.4.2  小規模チップボイラーに適したチップ品質のチ

ッパー情報の収集と選定  

 

（1）. チッパーリース会社へのヒアリング 

賀茂地方森林組合がリースなどで取引のあるリース会社に対して、以下観点でヒアリン

グを実施しました。 

 

✓ 取り扱いのあるチッパー 

✓ バイオマスに対応したチッパーのラインナップ 

✓ 取り扱いのないチッパーの購入の可能性について 

✓ ご紹介可能な取引先 

 

ヒアリングの結果、基本的には破砕チッパーの取り扱いがメインで、新たな切削チッパ

ーの取り扱い想定はないことが分かりました。 

 

（2）. 移動式チッパーを利用している地域への現地視察及びヒアリング 

賀茂地方森林組合が購入を検討しているチッパーの 1 つであるログバスターについて、

導入している組織への現地視察やヒアリングを進めました。 

まずは、ログバスターの代理店にご協力いただき、ログバスターを所有している組織を

ピックアップしました。その結果、兵庫県宍粟市にある（株）グリーン興産に現地視察を

受け入れて頂きました。グリーン興産は林業のほか、土木、建築、造園と多岐にわたり事

業展開している組織です。なお、代理店を通じたヒアリングについては対応可能な組織は

ありませんでした。次に、独自に賀茂地方森林組合が探索したヒアリング先候補として、

岡山県新見市に所在する合同会社バイオマスサプライに対してヒアリング受け入れの依頼

をお願いしましたが、協力が得られず、ヒアリング自体を断念しました。 

 

兵庫県宍粟市の現地視察内容は以下のとおりです。 

 

✓ 60ha/年の造林を実施で、搬出間伐がメイン 

✓ 所有山林はなく、委託を受けて経営計画を樹立し集約化して施業 
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✓ チッパーは高額（6,000 万円程度）のため、中小企業庁の事業再構築補助金（2/3

補助）を活用して導入 

✓ チッパーは LB-M512C 

✓ 投入口は 520 ㎜×1,060 ㎜で、最大処理径は、軟木Φ52 ㎝、硬木Φ42 ㎝ 

✓ 処理能力は、最大 150 ㎥/時 

✓ 材の投入は別重機のグラップル使用 

✓ 1,000t/年（R4.6～年度末）のチップを製造（予定） 

✓ チップ工場から見て、上流部の施業地であれば、当チップ工場でチップ化している

がチップ工場よりも下流部分の施業地であれば、コスト低減化のため、林道脇へチ

ッパーを移動し現地でチップ化して、そのままバイオマス発電所へ納入 

 

 

 

図 3-2 チップ確認 

 

図 3-3 研磨機確認 

 

図 3-4 チップ製造デモ 

 

図 3-5 製造されたチップ 
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（3）. 流通している現行の切削チッパーの整理及び小規模ボイラーの利用事例 

過去の地域内エコシステム事業においてはチッパーについて整理やコスト試算を実施し

ました。 

大径木を処理できる切削チッパーは、処理能力（製造能力）が高いため発電燃料用とし

て導入されている例が多くみられます。 

今後東広島市で、発電以外に熱での利用拡大を考える場合、小規模なボイラー（業務用

50kW～）にも利用が可能なチップを製造できることが必要となります。 

そこで本年度では、過去に検討した大径木対応チッパー機種（処理径 450mm 以上）

で、実際に小規模なボイラーで利用されている機種について再度整理しました（表 

3-2）。（なお、現在使用している破砕機のメーカー（小松製作所）では、切削型チップ

を製造できるような機種は存在せず、現状では発売予定もない事も併せて確認しまし

た。） 

 

※比較的最近発売された国産の切削型チッパー機。小規模ボイラー利用の情報はありませ

んが、チップ形状から利用可能性はあるものと考えられます。 

 

チップ製造は樹種や性状（水分や投入物の長短）によって品質に差が出るため、実務上

では実物を投入しつつある程度、チッパーの調整・設定（切削刃と受刃の距離）など、ボ

イラーが求める品質に対応する適切な設定を見極めていくこととなります。 

表 3-2 大径木対応チッパー機の小規模ボイラー利用例 



17 

 

他方で設定上の違い以外のチッパーの構造上の違い（チッパードラムとスクリーン）か

らもチップの品質に影響を与えるものがあるため、その違いについて整理しました（表 

3-3）。 

 

表 3-3 チッパーのドラム型とその特徴 

ドラム型式 クローズドラム オープンドラム 

特徴 回転数を上げて破砕するので、その

分刃が何度も木片と接触し、チップ

が細かくなる傾向があります。刃の

接触回数が多くなるため、オープン

ドラムに比べると刃への負荷がかか

る構造となっています。 

はじめに刃に当て大断片に削り、そ

の後のスクリーンにぶつけて細かく

しています。ドラムの回転数が少な

いため、刃への負荷は少なくない構

造となります。 

ドラム部 

写真 

  

 

また、他地域において実施されたチップ製造試験を調査し、スクリーンの有無、形状が

チップ品質に影響を与えることを確認しました。 
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スクリーン無しの場合、明らかにオーバーサイズのものが混じる割合が高く、小規模ボ

イラー利用では問題が多く発生することが予見されるため、この能力規模のチッパーには

スクリーンは必須であることがわかりました。 

同様にスクリーンの形状（格子状に比べて、スリット状スクリーンは細長い形状のチッ

プが含まれやすい傾向がある）によっても異なることがわかりました（諸岡社製 MRC-

3000 のチッパーは円型メッシュですが、こちらについては情報が十分でないため、要情

報収集）。 

 

 

 

 

表 3-2 に掲載されているチッパー機種（MRC-3000 は除く）は小型のチップボイラー

での利用実績があることから、ドラムやスクリーンに違いによる小規模ボイラーへの適合

可否はないものと考えられます。 

図 3-6 スリット状スクリーン（50mm） 

図 3-7 格子状スクリーン（50mm） 
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ただし、前述のチッパーであっても大規模発電所へ販売している切削チップをそのまま

小型チップボイラーでも利用し、トラブル（主に燃料搬送での詰まり）になった例もある

ことがわかりました。 

その一方で乾燥やサイズ統一（篩い）など、地域によっては導入されているボイラーの

燃料規格に合わせるようにチップ製造を行っている工夫も見られました（但し必要以上に

高品質なチップを求めると製造原価が高くなりすぎるため注意が必要）。 

以上のことから、今後市内で熱利用の拡大を図る際、チップ供給者、チップ利用者はそ

れぞれが予め情報（提供可能な品質（規格）/求める品質（規格））を明確にしておくこと

で不要なトラブルを回避することが重要であることを確認しました。 

 

表 3-4 大径木対応チッパー機の小規模ボイラー利用例 

機種名 チップ製造者 ボイラー利用施設 特徴 

ログバスター 上川ウッドチップ

ス協同組合 

上川町内民間事業者事務

所（Froling 社 50kW）な

ど、 

愛別町内温泉施設（ノル

ティング社 350kW）、 

道立北の森づくり専門学

院（Herz 社 250kW、令

和 3 年度） 

発電用はチップ化前の自然乾燥

のみ、熱利用チップは、自然乾

燥＋チップ化後に温風を用いた

乾燥で水分 30％以下まで低下さ

せています。 

（チップ利用先の愛別町の温泉

施設では、チップボイラーによ

る化石燃料削減プロジェクトと

して J-クレジット制度に登録さ

れています） 

 

民間企業 

（東京都檜原村） 

東京都檜原村の福祉複合

施設 

やすらぎの里（シュミッ

ト社 240kW） 

熱利用ボイラーへの供給を念頭

にチップ製造施設が整備されて

います。規格外チップの除去の

ため、チップ化後篩い（オーバ

ーサイズはリターン）のライン

を設けています。利用先のボイ

ラーが生チップ対応のため、特

別なチップ乾燥はおこなってい

ません 

Wood  

TERMINATOR 

坂井森林組合 グランディア芳泉（巴商

会社 200kW×2）、三国

チップ原料の原木は 1 年程度自

然乾燥後チップ化。 



20 

 

観光ホテル（KWB 社、

120kW×2 機）、あわら

温泉三松（KWB 社、

300kW×2 機） 

エネルギーの地産地消を目指す

「あわら三国木質バイオマスエ

ネルギー事業協議会」に端を発

し、多様な地元企業と連携しな

がらバイオマス導入が進められ

ています。 

Wood Hacker 

MEGA 

下川町/下川エネル

ギー供給協同組合 

温浴施設、学校、幼児セ

ンターや地域熱供給施設

など含め（100kＷ～

1,200kＷ）町内で 9 基

（8 基シュミット社、1 基

旭設備社）のチップボイ

ラーが導入。 

以前は破砕型機種でチップを製

造しましたが、詰まりなどトラ

ブルが多く、切削型チップとし

て本機を導入。町内供給先ボイ

ラーはほぼシュミット社製（生

チップ対応）で統一されていま

す。 

 

太田川森林組合

（現在製造停止） 

日帰り温浴施設 

いこいの村ひろしま（シ

ュミット社、150kW） 

現在はチップの製造を停止して

いますが、製造時は、原木の半

年自然乾燥⇒チップ化⇒篩い⇒

乾燥（太陽熱の温風利用、冬季

10 日、夏季 7 日程度）という工

程で製造していました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-8 燃料用木質チップのサイズと水分区分 

出典：日本木質バイオマスエネルギー協会 

燃料用木質チップの品質規格（2014 年度版） 
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なお、図 3-8 とは別に日本木質バイオマスエネルギー協会では、NEDO(国立研究開発

法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構)の事業に基づき、国家規格化（JIS 又は

JAS）を見据えた木質バイオマス燃料(チップ・ペレット)の品質規格の策定を進めていま

す（2023 年 3 月公表予定）。こちらの規格では民生用チップ、産業用チップとして別個

に定められており、国家規格化されるまでの間は、燃料用木質チップの品質規格（2014

年度版）と併存することが考えられるため留意が必要です。 
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3.4.3  災害対応も考慮に入れた土場拡張に関する情報

収集等  

 

本年度事業期間内に、賀茂バイオマスセンターと同等規模の土地利用によるチップ製造

実施組織をピックアップすることが困難であったため、十分な情報収集ができませんでし

た。そのため、次年度以降も土場拡張に向けた情報収集が必要です。 
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  その他取り組み  

3.5.1  民間施設を対象とした熱利用施設の探索  

 

過年度では、東広島市内における木質バイオマスを活用できる有望な公共施設が無い状

態でした。そこで、本年度では、市内民間施設を対象にした熱利用の有望施設を探索しま

した。 

まずは、東広島市が市内の民間施設をピックアップして 396 施設を選定しました。その

396 施設に対し東広島市と協力して、アンケートを実施しました。アンケートの送付と併

せて、ESCO 事業情報や東広島市の薪・ペレットストーブ導入補助情報、設備改修情報、

企業の森情報も同封して、市内の取り組みなどを周知しました。 

アンケート送付先の分類と概要は以下のとおりです。 

 

【アンケート送付先分類】 

✓ 製造業+洗濯業（リネンサプライ）+公衆浴場+スポーツ施設（ゴルフ等） 

261 施設 

✓ 介護施設（入所系） 

56 施設 

✓ 福祉施設（入所系） 

47 施設 

✓ 旅館業台帳（モーテル類似施設除く） 

32 施設 

 

【アンケート概要】 

✓ エネルギー利用状況（熱利用の有無や用途、燃料使用量 等） 

✓ 木質バイオマスの利用の可能性（代替検討や導入条件 等） 

✓ ヒアリングの受け入れの可能性の有無 
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図 3-9 アンケート その 1 
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図 3-10 アンケートその 2 
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図 3-11 アンケートその 3 
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アンケート結果は、以下のとおりです。 

 

✓ 回答組織数：68 件（同施設別サービスの組織は 2 カウント） 

✓ 有効回答件数：61 件（回答組織数を分母とすると、回収率 17％） 

✓ 調査受け入れが可能な組織：6 件 

 

61 件のうち、36 件（60％）で化石燃料による熱利用をしていました（図 3-12）。熱

利用用途については給湯利用が 25 件と最も多く、次いで暖房利用が 17 件でした。最も少

なかったのは冷房利用で 5 件でした（図 3-13）。 
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図 3-12 化石燃料による熱利用状況 

図 3-13 熱利用用途 
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木質バイオマス利用への転換については、「検討予定無し」と「分からない」で 52 件

あった一方で、「現在検討中」の施設が 1 件、「検討の可能性あり」の施設が 6 件でした

（図 3-14）。なお、「既に導入済」としてペレットストーブを利用している施設が 1 件

と、回答されていませんでしたが記述箇所へ薪ストーブを利用していると回答した施設が

1 件ありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木質バイオマスを検討する理由としては、回答数は少ないですが、「燃料代削減」が 5

件と最も多く、次いで「CO2 削減効果」及び「地域貢献」が 3 件ずつとなりました（図 

3-15）。一方、「売上増加や宣伝効果に期待」は選択されておらず、近年の燃料代高騰や

脱炭素、地域活性化などの社会的な情勢による影響が反映されたと推測されます。 
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図 3-14 木質バイオマス利用への転換 

図 3-15 木質バイオマスを検討する理由 
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木質バイオマス利用の初期投資上限額は、回答の幅が広い結果となりました（図 

3-16）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資回収年数上限は、回答に幅がありますが、「赤字でも導入検討」と回答した 2 件

は、調査受け入れも可能と回答しています（図 3-17）。 
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図 3-16 初期投資上限額 

図 3-17 投資回数上限年数 
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木質バイオマス利用を検討しない理由は、「運営体制や管理体制が確保できない」が 22

件と最も多く、次いで「初期投資額が大きい」が 18 件となりました（図 3-18）。次年

度以降に民間施設に導入を促進するためには、適切な運用体制や初期費用を減額するため

の適切な補助事業の提案を進める必要があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木質バイオマスの導入条件では、金銭的な理由が最も多い結果（①、②、③、⑤）とな

りました（図 3-19）。木質バイオマス利用の検討をしない理由でもあったように、民間

施設への導入において、初期導入費用を減額するための適切な補助事業の選択は重要な要

素と考えられます。 
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図 3-18 木質バイオマス導入を検討しない理由 

図 3-19 木質バイオマス導入条件 
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木質バイオマスの運用において、化石燃料の価格はランニングコストに影響します。そ

こでアンケートで回答の得られた重油及び灯油の価格をとりまとめました。 

 

✓ 重油価格 

➢ 平均価格が 85±15 円/L 

➢ 最大値は 114 円/L、最小値は 63 円/L 

 

2022 年 12 月時点の公開情報（一般社団法人エネルギー情報センター）では、全国平均

が 88～98 円/L で、中国地方平均が 90～100 円/L となっており、アンケート結果と大き

な差はありませんでした。なお、調査受け入れ可能な事業者の重油価格は 77 円/L と安い

価格となっていました。 

 

✓ 灯油価格 

➢ 平均価格が 116±31 円/L 

➢ 最大値は 200 円/L、最小値は 77 円/L 

 

2023 年 2 月時点の公開情報（資源エネルギー庁）では、全国平均が 119 円/L で、広島

県平均が 112 円/L となっており、アンケート結果と大きな差はありませんでしたが、調

査受け入れ可能な事業者の灯油価格は 97 円/L と、重油同様に平均価格より安い価格とな

っていました。 

 

今後、6 施設に対して導入可能性調査を進めるにあたり、化石燃料の価格が安いためラ

ンニングコストや投資回収年数に影響を及ぼすことが懸念されます。 
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4.  総括 

本年度に実施した取り組みについてとりまとめます。 

 

✓ 広葉樹施業（搬出を含む）のための技術の情報収集 

➢ （2020 年度）森林環境譲与税使途に関する情報を整理し、また、岐阜県・飛

騨市・その他書籍の情報を収集するとともに、実際に広葉樹施業実施者へヒア

リングし情報収集しました。 

➢ 収集した情報の多くは、基本的には用材等目的の施業と考えられるため、東広

島市に即した施業を進める場合は、今回ヒアリングした兵庫県の事例の今後の

動向等を確認し、さらなる情報収集や実証が重要と考えられます。 

 

 

✓ 小規模チップボイラーに適したチップ品質のチッパーの情報収集・選定 

✓ 災害対応も考慮に入れた土場の拡張に関する情報収集等 

➢ 切削チッパーの利用状況や土場でのチッパーの取り回し等の情報は収集するこ

とはできましたが、チッパーの選定や土場拡張に向けた計画作成を進めるため

には、さらなる情報の収集が必要と考えられます。 

➢ また、広葉樹施業におけるヒアリング先の事業者が、国内での流通が少ないと

考えられる中型のチッパーを新規購入して作業していたため、広葉樹施業に関

する今後の動向の確認と併せて、新型チッパーの稼働状況等も確認することも

考えられます。 

 

 

✓ 熱利用施設の探索 

➢ アンケートにより、6 施設から調査受け入れが可能という回答を入手できまし

た。 

➢ 次年度以降、木質バイオマス利用施設の発掘・検討に向けて、調査受け入れ可

能な施設に対して調査及び協議を進めるとともに、小規模なチップボイラーに

利用可能なチップ製造の検討も進めていく必要があります。 
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今後の展望としては以下が考えられます。 

 

✓ 広葉樹施業の実証 

➢ 広葉樹の伐採、搬出の実証を進める。 

➢ 伐採後の再造林を検討する（天然更新 or  植栽 等）。 

➢ 里山林整備方法を検討する（保育方法 等）。 

 

✓ 小規模チップボイラーに適したチップ品質のチッパーの選定 

✓ 災害対応も考慮に入れた土場の拡張に関する設計等 

➢ チッパーの選定のためのさらなるチッパー稼働状況を収集する。 

➢ 土場の設計検討に必要な情報を収集する。 

 

✓ 熱利用施設の探索 

➢ アンケートにより抽出された民間施設 6 施設に対して、導入可能性調査を進め

る。 

 

✓ 里山の資源の熱利用以外の情報収集 

➢ 資源のカスケード利用を検討する。 

➢ 有用な広葉樹の情報を収集し、利用の幅を広げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4年度木材需要の創出・輸出力強化対策のうち 
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「地域内エコシステム」モデル構築事業 

事業実施計画の精度向上支援 
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